
■食品中の放射性物質への対応の流れ

原子力安全委員会の示した指標値を暫定規制値として対応（平成23年3月17日～24年３月31日）

厚生労働省薬事・食品衛生審議会などでの議論を踏まえ、基準値を設定（平成24年４月1日～）

■食品中の放射性物質に関する基準値の設定

■食品中の放射性物質に関する検査
17都県を中心に地方自治体において、検査計画に基づく検査を開始（平成23年3月18日～）

■基準値を超過する食品の回収、廃棄
食品衛生法に基づき、基準を超えた食品については、同一ロットの食品を回収、廃棄

■食品の出荷制限等
原子力災害対策特別措置法に基づき、基準を超えた地点の広がり等を踏まえ、県域又は県内の一部
の区域を単位として出荷制限等を指示（平成23年3月21日～）

【原子力災害対策本部】

■食品の出荷制限等の解除 【原子力災害対策本部】

直近の1ヶ月以内の検査結果が、1市町村当たり、3か所以上、すべて基準値以下 など

平成23年3月18日 ～平成24年 3月31日 137,037件、うち暫定規制値超過 1,204件（0.88%）

平成24年 4月 1日 ～平成25年 3月31日 278,275件、うち基準値超過 2,372件（0.85%）

平成25年 4月 1日 ～平成26年 3月31日 335,860件、うち基準値超過 1,025件（0.31%）

平成26年 4月 1日 ～平成27年 3月31日 314,216件、うち基準値超過 565件（0.18%）

平成2７年 4月 1日 ～平成27年11月29日 232,559件、うち基準値超過 240件（0.10%）
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● 食品中の放射性物質の基準値は、食品の国際規格を策定しているコーデック
ス委員会※が指標としている、年間線量１ミリシーベルトを踏まえ設定してい
る。
※（FAO（国連食糧農業機関）とWHO（世界保健機関）の合同委員会）

(単位：ベクレル/kg)

放射性セシウムの基準値

食品群 基準値

飲料水 １０

牛乳 ５０

一般食品 １００

乳児用食品 ５０

※ 現行基準値は、放射性セシウム以外の核種（ストロンチウム90、プルトニウム、ルテニウム106）からの線量を含
め、食品を摂取することにより受ける線量が、年間１ミリシーベルトを超えないように放射性セシウムの基準値を設定
している。

食品から受ける
線量（人体への
影響）の上限

年間線量
１ミリシーベルト

食品１kg
あたりの量

に換算

（平成24年4月～現在）

■ 食品中の放射性物質に関する基準値の設定
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（平成27年12月21日時点）
■原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制限の対象食品
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■ 流通食品での調査（マーケットバスケット調査）

実際の線量は、基準値の設定根拠である年間１ミリシーベルトの１%以下

● 各地で流通する食品を購入し、放射性セシウムを精密に測定

国民の食品摂取量（国民健康・栄養調査）の、地域別平均に基づいて購入し、混合して測定
通常の食事の形態に従った、簡単な調理をして測定
生鮮食品はできるだけ地元産・近隣産のものを購入

● この測定結果をもとに、食品から人が１年間に受ける放射線量を計算（平成27年2・3月調査）

線量の上限値（1ミリシーベルト/年）
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■ （参考）食品をもとにした線量推計について

●平成23年秋以降に実施した線量推計結果一覧表

公表時期 調査時期 調査方法 調査対象 調査結果

平成23年12月22日 平成23年9-11月 流通食品を計量 ３地域 0.0024～0.019mSv/y

平成25年3月11日 平成24年2-3月 流通食品を計量 12地域 0.0009～0.0094mSv/y

平成25年3月11日 平成24年3-5月
家庭の食事（乳児、高齢者、妊婦等

を含む７区分）
9地域 0.0012～0.0039mSv/y

平成25年6月21日 平成24年9-10月 流通食品を計量 15地域 0.0009～0.0057mSv/y

平成25年11月8日 平成25年3月 家庭の食事（幼児と成人の2区分） 10地域 0.0001～0.0022mSv/y

平成25年12月13日 平成25年2-3月 流通食品を計量 15地域 0.0008～0.0071mSv/y

平成26年7月10日 平成25年9-10月 流通食品を計量 15地域 0.0008～0.0027mSv/y

平成26年11月26日 平成26年2-3月 流通食品を計量 15地域 0.0007～0.0019mSv/y

平成27年5月15日 平成26年9-10月 流通食品を計量 15地域 0.0007～0.0022mSv/y

平成27年11月20日 平成27年2-3月 流通食品を計量 15地域 0.0006～0.0020mSv/y
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１．広報の実施

○政府広報
平成24年度の政府の重点広報テーマの一つとして、新聞、ラジオ、インターネット等の媒体

により、幅広く基準値や検査体制等について、関係省庁と連携し、広報を実施。

○キャンペーン「食べものと放射性物質のはなし」
平成24年９月～12月まで、関係省庁（消費者庁、内閣府食品安全委員会、農林水産省）

と連携し、スーパーマーケットの食品売り場や公共施設等において、ポスターの掲示や、
リーフレットの配布を実施。

○厚生労働省のホームページ「食品中の放射性物質への対応」における情報提供
対策の概要資料、Ｑ＆Ａ、試験法や検査計画に関するガイドライン等を掲載。また、地方

自治体からの検査結果を取りまとめ、基準値超過の有無に関わらず全てを公表。
対策の概要や検査結果については英文での情報発信を実施。

○その他
・リーフレット：基準値の概要について、一般消費者向けのリーフレットを作成。
・ラジオ：内閣府被災者生活支援チームによる福島県内のラジオ放送で基準値について説明。
・地方自治体の広報誌等による広報：都道府県や市町村の広報誌等への広報・周知を要請。

２．説明会の開催

○消費者、生産者等との意見交換会
食品中の放射性物質の基準値等について、消費者、事業者、生産者等を対象

に、関係省庁及び地方自治体と連携しながら、全国各地で意見交換会を開催。
平成23年度：7箇所 平成24年度：27箇所 平成25年度：8箇所 平成26年度：6箇所
平成27年度：6箇所（予定）

○講演会等への講師派遣
地方自治体及び団体が主催する講演会等にも担当者を派遣。

■ 食品中の放射性物質対策に関するリスクコミュニケーションの主な取組
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